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【根拠法令等】
介護保険法

第４１条　市町村は、要介護認定を受けた被保険者(以下「要介護被保険者」という。)のうち居宅に
おいて介護を受けるもの(以下「居宅要介護被保険者」という。)が、都道府県知事が指定する者(以
下「指定居宅サービス事業者」という。)から当該指定に係る居宅サービス事業を行う事業所により
行われる居宅サービス(以下「指定居宅サービス」という。)を受けたときは、当該居宅要介護被保険
者に対し、当該指定居宅サービスに要した費用(特定福祉用具の購入に要した費用を除き、通所介
護、通所リハビリテーション、短期入所生活介護、短期入所療養介護及び特定施設入居者生活介護に
要した費用については、食事の提供に要する費用、滞在に要する費用その他の日常生活に要する費用
として厚生労働省令で定める費用を除く。以下この条において同じ。)について、居宅介護サービス
費を支給する。ただし、当該居宅要介護被保険者が、第三十七条第一項の規定による指定を受けてい
る場合において、当該指定に係る種類以外の居宅サービスを受けたときは、この限りでない。

第４２条　市町村は、次に掲げる場合には、居宅要介護被保険者に対し、特例居宅介護サービス費を
支給する。
一　居宅要介護被保険者が、当該要介護認定の効力が生じた日前に、緊急その他やむを得ない理由に
より指定居宅サービスを受けた場合において、必要があると認めるとき。
二　居宅要介護被保険者が、指定居宅サービス以外の居宅サービス又はこれに相当するサービス(指
定居宅サービスの事業に係る第七十四条第一項の都道府県の条例で定める基準及び同項の都道府県の
条例で定める員数並びに同条第二項に規定する指定居宅サービスの事業の設備及び運営に関する基準
のうち、都道府県の条例で定めるものを満たすと認められる事業を行う事業所により行われるものに
限る。次号及び次項において「基準該当居宅サービス」という。)を受けた場合において、必要があ
ると認めるとき。
三　指定居宅サービス及び基準該当居宅サービスの確保が著しく困難である離島その他の地域であっ
て厚生労働大臣が定める基準に該当するものに住所を有する居宅要介護被保険者が、指定居宅サービ
ス及び基準該当居宅サービス以外の居宅サービス又はこれに相当するサービスを受けた場合におい
て、必要があると認めるとき。

審査基準及び標準処理期間整理個表

居宅介護サービス費等の支給（償還払）

①「居宅サービス計画作成依頼（変更）届出書」又は「介護予防（居
宅）サービス計画作成・介護予防ケアマネジメント依頼（変更）届出
書」をあらかじめ市へ提出していなかった場合、②サービスを受ける際
に被保険者証を提示できない場合、③介護保険料の滞納によりサービス
利用時の償還払い化が義務づけられている場合に、申請により居宅介護
サービス費等を支給する。

介護保険法（平成9年12月17日）

第４１条第１項、第４２条第１項、第４２条の２第１項、第４２条の３
第１項、第４６条第１項、第４７条第１項、第４８条第１項、第４９条
第１項、第５３条第１項、第５４条第１項、第５４条の２第１項、第５
４条の３第１項、第５８条第１項、第５９条第１項

第４１条第１項、第４２条第１項、第４２条の２第１項、第４２条の３第１項、第４６条第１項、第
４７条第１項、第４８条第１項、第４９条第１項、第５３条第１項、第５４条第１項、第５４条の２
第１項、第５４条の３第１項、第５８条第１項、第５９条第１項の規定による。

※根拠法令や審査基準の内容全てを記載することができない場合は、
それらが記載された文書等の縦覧をもって代えることができる。



第４２条の２　市町村は、要介護被保険者が、当該市町村(住所地特例適用被保険者である要介護被
保険者(以下「住所地特例適用要介護被保険者」という。)に係る特定地域密着型サービスにあって
は、施設所在市町村を含む。)の長が指定する者(以下「指定地域密着型サービス事業者」という。)
から当該指定に係る地域密着型サービス事業を行う事業所により行われる地域密着型サービス(以下
「指定地域密着型サービス」という。)を受けたときは、当該要介護被保険者に対し、当該指定地域
密着型サービスに要した費用(地域密着型通所介護、認知症対応型通所介護、小規模多機能型居宅介
護、認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護及び地域密着型介護老人福祉施
設入所者生活介護に要した費用については、食事の提供に要する費用、居住に要する費用その他の日
常生活に要する費用として厚生労働省令で定める費用を除く。以下この条において同じ。)につい
て、地域密着型介護サービス費を支給する。ただし、当該要介護被保険者が、第三十七条第一項の規
定による指定を受けている場合において、当該指定に係る種類以外の地域密着型サービスを受けたと
きは、この限りでない。

第４２条の３　市町村は、次に掲げる場合には、要介護被保険者に対し、特例地域密着型介護サービ
ス費を支給する。
一　要介護被保険者が、当該要介護認定の効力が生じた日前に、緊急その他やむを得ない理由により
指定地域密着型サービスを受けた場合において、必要があると認めるとき。
二　指定地域密着型サービス(地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護を除く。以下この号にお
いて同じ。)の確保が著しく困難である離島その他の地域であって厚生労働大臣が定める基準に該当
するものに住所を有する要介護被保険者が、指定地域密着型サービス以外の地域密着型サービス(地
域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護を除く。)又はこれに相当するサービスを受けた場合にお
いて、必要があると認めるとき。
三　その他政令で定めるとき。

第４６条　市町村は、居宅要介護被保険者が、当該市町村の長又は他の市町村の長が指定する者(以
下「指定居宅介護支援事業者」という。)から当該指定に係る居宅介護支援事業を行う事業所により
行われる居宅介護支援(以下「指定居宅介護支援」という。)を受けたときは、当該居宅要介護被保険
者に対し、当該指定居宅介護支援に要した費用について、居宅介護サービス計画費を支給する。

第４７条　市町村は、次に掲げる場合には、居宅要介護被保険者に対し、特例居宅介護サービス計画
費を支給する。
一　居宅要介護被保険者が、指定居宅介護支援以外の居宅介護支援又はこれに相当するサービス(指
定居宅介護支援の事業に係る第八十一条第一項の市町村の条例で定める員数及び同条第二項に規定す
る指定居宅介護支援の事業の運営に関する基準のうち、当該市町村の条例で定めるものを満たすと認
められる事業を行う事業所により行われるものに限る。次号及び次項において「基準該当居宅介護支
援」という。)を受けた場合において、必要があると認めるとき。
二　指定居宅介護支援及び基準該当居宅介護支援の確保が著しく困難である離島その他の地域であっ
て厚生労働大臣が定める基準に該当するものに住所を有する居宅要介護被保険者が、指定居宅介護支
援及び基準該当居宅介護支援以外の居宅介護支援又はこれに相当するサービスを受けた場合におい
て、必要があると認めるとき。
三　その他政令で定めるとき。

第４８条　市町村は、要介護被保険者が、次に掲げる施設サービス(以下「指定施設サービス等」と
いう。)を受けたときは、当該要介護被保険者に対し、当該指定施設サービス等に要した費用(食事の
提供に要する費用、居住に要する費用その他の日常生活に要する費用として厚生労働省令で定める費
用を除く。以下この条において同じ。)について、施設介護サービス費を支給する。ただし、当該要
介護被保険者が、第三十七条第一項の規定による指定を受けている場合において、当該指定に係る種
類以外の施設サービスを受けたときは、この限りでない。
一　都道府県知事が指定する介護老人福祉施設(以下「指定介護老人福祉施設」という。)により行わ
れる介護福祉施設サービス(以下「指定介護福祉施設サービス」という。)
二　介護保健施設サービス
三　介護医療院サービス

第４９条　市町村は、次に掲げる場合には、要介護被保険者に対し、特例施設介護サービス費を支給
する。
一　要介護被保険者が、当該要介護認定の効力が生じた日前に、緊急その他やむを得ない理由により
指定施設サービス等を受けた場合において、必要があると認めるとき。
二　その他政令で定めるとき。

※根拠法令や審査基準の内容全てを記載することができない場合は、
それらが記載された文書等の縦覧をもって代えることができる。



第５３条　市町村は、要支援認定を受けた被保険者のうち居宅において支援を受けるもの(以下「居
宅要支援被保険者」という。)が、都道府県知事が指定する者(以下「指定介護予防サービス事業者」
という。)から当該指定に係る介護予防サービス事業を行う事業所により行われる介護予防サービス
(以下「指定介護予防サービス」という。)を受けたとき(当該居宅要支援被保険者が、第五十八条第
四項の規定により同条第一項に規定する指定介護予防支援を受けることにつきあらかじめ市町村に届
け出ている場合であって、当該指定介護予防サービスが当該指定介護予防支援の対象となっていると
きその他の厚生労働省令で定めるときに限る。)は、当該居宅要支援被保険者に対し、当該指定介護
予防サービスに要した費用(特定介護予防福祉用具の購入に要した費用を除き、介護予防通所リハビ
リテーション、介護予防短期入所生活介護、介護予防短期入所療養介護及び介護予防特定施設入居者
生活介護に要した費用については、食事の提供に要する費用、滞在に要する費用その他の日常生活に
要する費用として厚生労働省令で定める費用を除く。以下この条において同じ。)について、介護予
防サービス費を支給する。ただし、当該居宅要支援被保険者が、第三十七条第一項の規定による指定
を受けている場合において、当該指定に係る種類以外の介護予防サービスを受けたときは、この限り
でない。

第５４条　市町村は、次に掲げる場合には、居宅要支援被保険者に対し、特例介護予防サービス費を
支給する。
一　居宅要支援被保険者が、当該要支援認定の効力が生じた日前に、緊急その他やむを得ない理由に
より指定介護予防サービスを受けた場合において、必要があると認めるとき。
二　居宅要支援被保険者が、指定介護予防サービス以外の介護予防サービス又はこれに相当するサー
ビス(指定介護予防サービスの事業に係る第百十五条の四第一項の都道府県の条例で定める基準及び
同項の都道府県の条例で定める員数並びに同条第二項に規定する指定介護予防サービスに係る介護予
防のための効果的な支援の方法に関する基準及び指定介護予防サービスの事業の設備及び運営に関す
る基準のうち、都道府県の条例で定めるものを満たすと認められる事業を行う事業所により行われる
ものに限る。次号及び次項において「基準該当介護予防サービス」という。)を受けた場合におい
て、必要があると認めるとき。
三　指定介護予防サービス及び基準該当介護予防サービスの確保が著しく困難である離島その他の地
域であって厚生労働大臣が定める基準に該当するものに住所を有する居宅要支援被保険者が、指定介
護予防サービス及び基準該当介護予防サービス以外の介護予防サービス又はこれに相当するサービス
を受けた場合において、必要があると認めるとき。
四　その他政令で定めるとき。

第５４条の２　市町村は、居宅要支援被保険者が、当該市町村(住所地特例適用被保険者である居宅
要支援被保険者(以下「住所地特例適用居宅要支援被保険者」という。)に係る特定地域密着型介護予
防サービスにあっては、施設所在市町村を含む。)の長が指定する者(以下「指定地域密着型介護予防
サービス事業者」という。)から当該指定に係る地域密着型介護予防サービス事業を行う事業所によ
り行われる地域密着型介護予防サービス(以下「指定地域密着型介護予防サービス」という。)を受け
たとき(当該居宅要支援被保険者が、第五十八条第四項の規定により同条第一項に規定する指定介護
予防支援を受けることにつきあらかじめ市町村に届け出ている場合であって、当該指定地域密着型介
護予防サービスが当該指定介護予防支援の対象となっているときその他の厚生労働省令で定めるとき
に限る。)は、当該居宅要支援被保険者に対し、当該指定地域密着型介護予防サービスに要した費用
(食事の提供に要する費用その他の日常生活に要する費用として厚生労働省令で定める費用を除く。
以下この条において同じ。)について、地域密着型介護予防サービス費を支給する。ただし、当該居
宅要支援被保険者が、第三十七条第一項の規定による指定を受けている場合において、当該指定に係
る種類以外の地域密着型介護予防サービスを受けたときは、この限りでない。

第５４条の３　市町村は、次に掲げる場合には、居宅要支援被保険者に対し、特例地域密着型介護予
防サービス費を支給する。
一　居宅要支援被保険者が、当該要支援認定の効力が生じた日前に、緊急その他やむを得ない理由に
より指定地域密着型介護予防サービスを受けた場合において、必要があると認めるとき。
二　指定地域密着型介護予防サービスの確保が著しく困難である離島その他の地域であって厚生労働
大臣が定める基準に該当するものに住所を有する居宅要支援被保険者が、指定地域密着型介護予防
サービス以外の地域密着型介護予防サービス又はこれに相当するサービスを受けた場合において、必
要があると認めるとき。
三　その他政令で定めるとき。

※根拠法令や審査基準の内容全てを記載することができない場合は、
それらが記載された文書等の縦覧をもって代えることができる。



第５８条　市町村は、居宅要支援被保険者が、当該市町村(住所地特例適用居宅要支援被保険者に係
る介護予防支援にあっては、施設所在市町村)の長が指定する者(以下「指定介護予防支援事業者」と
いう。)から当該指定に係る介護予防支援事業を行う事業所により行われる介護予防支援(以下「指定
介護予防支援」という。)を受けたときは、当該居宅要支援被保険者に対し、当該指定介護予防支援
に要した費用について、介護予防サービス計画費を支給する。

第５９条　市町村は、次に掲げる場合には、居宅要支援被保険者に対し、特例介護予防サービス計画
費を支給する。
一　居宅要支援被保険者が、指定介護予防支援以外の介護予防支援又はこれに相当するサービス(指
定介護予防支援の事業に係る第百十五条の二十四第一項の市町村の条例で定める基準及び同項の市町
村の条例で定める員数並びに同条第二項に規定する指定介護予防支援に係る介護予防のための効果的
な支援の方法に関する基準及び指定介護予防支援の事業の運営に関する基準のうち、当該市町村の条
例で定めるものを満たすと認められる事業を行う事業者により行われるものに限る。次号及び次項に
おいて「基準該当介護予防支援」という。)を受けた場合において、必要があると認めるとき。
二　指定介護予防支援及び基準該当介護予防支援の確保が著しく困難である離島その他の地域であっ
て厚生労働大臣が定める基準に該当するものに住所を有する居宅要支援被保険者が、指定介護予防支
援及び基準該当介護予防支援以外の介護予防支援又はこれに相当するサービスを受けた場合におい
て、必要があると認めるとき。
三　その他政令で定めるとき。

※根拠法令や審査基準の内容全てを記載することができない場合は、
それらが記載された文書等の縦覧をもって代えることができる。



手続の流れ

市 民 所管課

1日申請

45日 支給

※根拠法令や審査基準の内容全てを記載することができない場合は、
それらが記載された文書等の縦覧をもって代えることができる。


